
第２回釜石港脱炭素化推進協議会

議事資料

令和５年１１月８日

岩手県県土整備部港湾空港課
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議 事

１ 温室効果ガス排出量の算出結果について

２ 温室効果ガス削減目標の設定について

３ 今後の予定について

４ 参考
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１．温室効果ガス排出量の算定結果について
・「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル（国土交通省港湾局、2023年3月）に
示されている推計方法を用いて、2013年度及び2021年度時点の温室効果ガス排出
量を推計した。

・「港湾ターミナル内」、「港湾ターミナルを出入りする船舶・車両」、
「港湾ターミナル外」の3つの区域に区分し、排出源ごとに温室効果ガス排出量を
算定。

区分（場所） 排出源

港湾ターミナル内
・荷役機械
・陸上電力供給設備
・リーファーコンテナ
・管理棟・照明施設 等

ターミナルを出入り
する船舶・車両

・停泊中の船舶
・コンテナ用トラクタ
・ダンプトラック 等

港湾ターミナル外
（当該港湾を利用し

た企業活動に由来
するCO2排出量）

・発電所、工場等での活動
・倉庫・物流施設での活動
・事務所等での活動

■ CO2排出源の区分
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１．温室効果ガス排出量の算定結果について

区分 主な施設
（排出源） CO2排出量把握方法

港湾ターミナル内 ・荷役機械
（機械の燃料および電力使用）

エネルギー使用量※1✕ CO2排出係数

・管理棟､事務所、照明施設等
（施設の電力使用）

ターミナルを出入
りする船舶・車両

・発着する輸送車両
（車両の燃料使用）

取扱貨物量×輸送距離※2

×トンキロ当たりの燃料消費量✕CO2排出係数

・停泊中の船舶
（船舶の燃料使用）

停泊中の船舶の補助ボイラー・補機エンジンの出力
×出力1kWhあたり燃料消費量
×CO2排出係数×入港船舶の係留時間※3

港湾ターミナル外 ・事務所、工場、
その他港湾施設等

（事業活動によるエネルギー使用）

エネルギー使用量※1✕ CO2排出係数

※1：アンケート調査等より把握
※2：全国輸出入コンテナ貨物流動調査やバルク貨物流動調査等により把握
※3：入出港船舶動静データ等により把握

出典：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル
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CO2排出源の区分及び推計方法



資料：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル

資料：環境省の温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度「電気事業者別排出係数一覧」

5

温室効果ガス排出量算出に用いた排出係数
１．温室効果ガス排出量の算定結果について



１．温室効果ガス排出量の算定結果について
CO2排出量の算定結果（総括） ※CO2排出量の各推計値は現在精査中であり、今後変動する可能性がある。

港湾ターミナル内
0.1%

港湾ターミナル外
99.5%

停泊中の船舶
0.3%

車両
0.1%

2013年（基準年）

区分
CO2排出量（t-CO2）

2013年 2021年

港湾ターミナル内
荷役機械 478 553 

管理棟、事務所、照明施設等 588 539 
小計 1,066 1,092

港湾ターミナル外 事務所、工場、その他港湾施設等 1,237,903 951,279 
停泊中の船舶 4,124 3,312

車両 870 681
合計 1,243,963 956,364

港湾ターミ
ナル内
0.1%

港湾ターミナル外
99.5%

停泊中の船舶
0.3%

車両…
2021年（現状）
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□ 港湾ターミナル内、停泊中の船舶・車両、港湾ターミナル外に区分し、排出源ごとにCO2排出量を算定した。
CO2排出量の算定結果を、以下に示す。



１．温室効果ガス排出量の算定結果について
CO2排出量の算定結果（電気、燃料別）

□ 電気、燃料に区分し、算定した。

※CO2排出量の各推計値は現在精査中であり、今後変動する可能性がある。

電気
1%

燃料
99%

2013年（基準年） 電気
1%

燃料
99%

2021年（現状）

区分 CO2排出量（t-CO2）
2013年 2021年

港湾ターミナル内
電気 816 816
燃料 250 276 
小計 1,066 1,092

港湾ターミナル外
電気 7,501 4,763
燃料 1,230,402 946,516
小計 1,237,903 951,279

停泊中の船舶
電気 0 0 
燃料 4,124 3,312
小計 4,124 3,312

車両
電気 0 0
燃料 870 681
小計 870 681

合計
電気 8,317 5,579
燃料 1,235,646 950,785
総計 1,243,963 956,364
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■ 環境省 地球温暖化対策計画（抜粋）

国

2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち、「2050年カーボン
ニュートラル」の実現を目指す。

〜中略〜
さらに、2050年目標と整合的で野心的な目標として、2030年度に温室効果ガスを2013年度か
ら46％削減することを目指し、さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく。

■ 岩手県 第2次岩手県地球温暖化対策実行計画（抜粋）

岩手県

計画期間を超えた長期的な目標として掲げた「温室効果ガス排出量の2050年度実質ゼロ」
を踏まえ、

〜中略〜
国の地球温暖化対策計画に準じ、2013（平成25）年度を基準年度とし、2030（令和12）

年度を目標年度とします。
2013（平成 25）年度の温室効果ガス排出量から、対策等による削減量及び森林吸収量を

合わせた818万9千トン-CO2の削減を見込みます。
このことから、2030（令和12）年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成25）年度比で57％
削減（内訳：削減対策等47％削減、森林吸収10%削減）することを目指します。（部門別：
産業部門41％削減、運輸部門32％削減）

□ 国や岩手県の温室効果ガス排出量の削減目標が、
「2050年：温室効果ガス排出実質ゼロ」及び「2030年度：温室効果ガス排出量2013年度比」

であることから、計画期間を2050年、目標年次を2050年及び2030年度と設定する。

２．温室効果ガス削減目標の設定について
①削減目標の計画期間・目標年次について

②国および岩手県の温室効果ガスの削減目標



③岩手県における温室効果ガス削減量（部門別）の内訳

温室効果ガス排出量・吸収量

2013 年度
（基準年度）
(千t - CO2）

2030 年度
(千t - CO2）

削減量
(千t - CO2）

削減目標
（％）

14,445 6,256 ▲ 8,189 ▲ 57

エネルギー
起源CO2

家庭部門 2,847 1,222 ▲ 1,625 ▲ 57
産業部門 4,026 2,387 ▲ 1,638 ▲ 41
業務部門 2,418 971 ▲ 1,447 ▲ 60
運輸部門 2,368 1,618 ▲ 750 ▲ 32
エネルギー転換部門 72 65 ▲ 8 ▲ 10
非エネルギー起源CO2 1,624 1,431 ▲ 193 ▲ 12
メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)、フロン類 1,091 1,018 ▲ 73 ▲ 7
再生可能エネルギー導入 ー ▲ 1,040 ▲ 1,040 ー
森林吸収 ー ▲ 1,416 ▲ 1,416 ー

出典：第２次岩手県地球温暖化対策実行計画 ／令和5年3月／岩手県

□ 2013年度比で、削減対策等による削減量▲47％及び森林吸収量▲10％を合わせた▲57％の削減
目標を設定している。

□ 一方、エネルギー起源CO2 の部門別に削減目標を掲げており、港湾脱炭素化推進計画に該当す
るエネルギー起源CO2については、主に「産業部門」（▲41％）が該当する。
（港湾は主に「運輸部門」と「産業部門」に該当し、港湾毎の活動実態から部門設定し、「産業部
門」と判断した。）

２．温室効果ガス削減目標の設定について
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④釜石港における温室効果ガスの削減目標値の設定
政府及び岩手県が掲げる2030年における温室効果ガス削減目標（2013年度比）は以下のとおり。

【政 府】地球温暖化対策計画に基づく削減目標 46％
【岩手県】第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（令和５年３月改訂）

部門別（産業部門）の削減目標 41％

2030年度における温室効果ガス削減目標は、2013年度比46％削減として設定する。

※削減目標値は、岩手県の産業部門の削減目標（▲41％）を上回る国の削減目標（▲46％）
により設定。

釜石港脱炭素化推進計画における2030年度の温室効果ガス削減目標値（案）

２．温室効果ガス削減目標の設定について
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⑤参考：他港の温室効果ガスの削減目標値

２．温室効果ガス削減目標の設定について

削減目標値（％） 出典

国（政府） 46 地球温暖化対策計画、「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル

岩手県（環境部局※県全体） 41（57） 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（令和5年3月）

苫小牧港 48 苫小牧港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

八戸港 41.3 八戸港港湾脱炭素化推進計画（素案）

秋田港、船川港、
能代港

46 第１回 秋田県港湾脱炭素化推進協議会 議事概要

仙台塩釜港 50 第３回仙台塩釜港カーボンニュートラルポート協議会 議事資料

酒田港 50 酒田港港湾脱炭素化推進計画（素案）

東京港 50 東京港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

茨城港 46 茨城港港湾脱炭素化推進計画

鹿島港 46 鹿島港港湾脱炭素化推進計画

清水港 47 清水港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

阪南港 46 阪南港カーボンニュートラルポート（CNP） 形成計画

大阪港 46 大阪港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

堺泉北港 46 堺泉北港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

四日市港 42 四日市港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

神戸港 46 神戸港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

北九州港 47 北九州港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画（素案）
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２．温室効果ガス削減目標の設定について
⑥釜石港全体の温室効果ガス排出量の削減計画（案）

※削減目標値を2030年度（2013年度比46％と仮定）



第１回 釜石港脱炭素化推進計画の概要について

第２回 釜石港脱炭素化推進計画の検討の方向性について
・ 温室効果ガス排出量の算出結果
・ 温室効果ガスの削減目標の設定

第３回 釜石港脱炭素化推進計画の素案について
・ 温室効果ガスの削減・吸収に関する事業（例：照明LED化、低炭素機械導入等）
・ 港湾臨海部の脱炭素化に貢献する事業（例：アンモニア貯蔵・供給事業等）
・ 水素・燃料アンモニア等の需要推計・供給目標・供給計画等
・ ブルーカーボンの検討
・ ロードマップ 等々

第４回 釜石港脱炭素化推進計画（案）について
・ 釜石港脱炭素化推進計画案の検討（素案の見直し結果）

計画の策定 令和５年度末を目標
※ 現時点のスケジュールであり、今後、変更になる可能性があります。

３．今後の予定

今回
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①協議会の予定



14資料：港湾脱炭素化推進計画の作成等に関する港湾管理者向け説明会資料より抜粋

３．今後の予定
②釜石港脱炭素化推進計画の素案について（計画の目標設定）



15資料：港湾脱炭素化推進計画の作成等に関する港湾管理者向け説明会資料より抜粋

③釜石港脱炭素化推進計画の素案について（促進事業）

３．今後の予定



16資料：港湾脱炭素化推進計画の作成等に関する港湾管理者向け説明会資料より抜粋

３．今後の予定
③釜石港脱炭素化推進計画の素案について（促進事業）
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□ 港湾管理者は、港湾脱炭素化推進計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない
（港湾法第五十条の二第９項）とされている。

□ 計画に促進事業として記載する場合は、実施主体者の同意が必要とされており、促進事業の実施主体
などが公表されることを前提として取り扱う必要がある。塩釜港脱炭素化推進協議会

資料：宮城県 第４回仙台塩釜港脱炭素化推進協議会 議事資料より抜粋

【参考】宮城県の事例（計画策定中）

実施主体等の企業情報
も公表

３．今後の予定
③釜石港脱炭素化推進計画の素案について（促進事業）



18資料：宮城県 第４回仙台塩釜港脱炭素化推進協議会 議事資料より抜粋

【参考】宮城県の事例（計画策定中）

３．今後の予定
③釜石港脱炭素化推進計画の素案について（促進事業）
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〇再エネ電気使用による温室効果ガス排出量の削減
排出係数の低い電気を買電し、電気に起因する温室効果ガス排出量を低減する

もの。

①東北電力から再エネ電気を購入

（参考）削減方法の一例（各事業者共通の事例）



②新電力会社から再エネ電気を購入
【参考】岩手県内の新電力会社

【注意点】
排出量を算出する際は、「調整後排出係数」を使用することとなるとのこと。
FIT制度を使用していると、その分、調整後排出係数に加算されるため、低くならない。
各社、排出係数が低くなる契約プランを持っていることがあるため、個別に確認が必要。

会社名 所在地
R3年度実績

基礎排出係数
（t-CO2/kWh）

R3年度実績
調整後排出係数
（t-CO2/kWh）

備 考

合同会社北上新電力 北上市 0.000233 0.000516 公共および法人の方のみに供給。

㈱タケエイでんき
（旧㈱花巻銀河パワー）

東京都
（花巻市）

0.000013 0.000448 2022年に電力小売事業５社が統合。

㈱岩手ウッドパワー 宮古市 0.000453 0.000451 森の電力株式会社のグループ会社。

御所野縄文電力㈱ 一戸町 0.000034 0.000452 株式会社フジコーの子会社。

宮古新電力㈱ 宮古市 0.000404 0.000386 NTTと宮古市が出資。

いわて電力㈱ 北上市 2023年3月31日事業終了。

久慈地域エネルギー㈱ 久慈市 0.000426 0.000492 久慈市及びその他５社が出資。

みちのくエコランドマネジメント㈱ 洋野町 ??? ???

陸前高田しみんエネルギー㈱ 陸前高田市 0.000493 0.000517 ワタミファーム＆エナジー㈱、陸前高田
市等が出資。

【参考】東北電力株式会社 0.000496 0.000457
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（参考）削減方法の一例（各事業者共通の事例）



【参考】岩手県地球温暖化対策実行計画 P.92
第６章の達成に向けた対策・施策

２ 各施策の取組
(1) 省エネルギー対策の推進

ウ 県の率先的取組の推進
具体的な取組内容
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（参考）削減方法の一例（各事業者共通の事例）



第２次岩手県地球温暖化対策実行計画 P.47

例：
2030年度に東北電力の電力を買電し、2013年度と同じ電気量を使用している場合、対策を講じなく

ても電力に関しては「2013年度比 約58％削減」となる。

0.250kg-CO2/kWh（2030年度） ／ 0.591kg-CO2/kWh（2013年度） ＝ 0.423 ⇒ 57.7％削減

電力の排出係数の減少による温室効果ガス排出量について計画に見込んだ上で、
削減目標値に足りない部分を別の削減対策で補っていく必要がある。
（釜石港は電気の排出割合が小さいため、これによる削減効果はあまり望めない）
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（参考）削減方法の一例（各事業者共通の事例）
〇電力の排出係数の減少による温室効果ガス排出量の削減（計算上見込めるもの）



① 港湾区域内の照明LED化
港湾区域内の道路灯・公園灯や上屋内照明器具等のLED化を進めるもの。
事業費や削減効果は今後検証予定。

② 再エネ電気使用
岩手県総務部・環境生活部で今後作成する予定の「電力の調達に係る環境配

慮方針」に則り、排出係数の低い再生可能エネルギーを調達。

（参考）2030年度までの港湾管理者（岩手県）の取組（案）
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24資料：【概要】岩手県藻場保全・創造方針」より



25資料：カーボンニュートラルポート（CNP）の形成に向けた検討会（第５回R5.2.6）資料より抜粋


